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表紙

会 社 の 体 制 及 び 方 針

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面

交付請求をいただいた株主の皆様に対して交付する書面（電子提供措置   

事項記載書面）への記載を省略しております。

第26回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

2025年６月９日

ウェルス・マネジメント株式会社
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

会社の体制及び方針

⑴　業務の適正を確保するための体制の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を

確保するために必要な体制の整備についての決定又は決議の内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　法令遵守に関する規程を定めるとともに、組織・業務分掌・職務権限規程等の社内規程を整備し、

適正な牽制機能を確保する。

　内部監査責任者は、各部署の法令及び社内規則の遵守状況について定期的に内部監査を行い、監査

結果を代表取締役および取締役会ならびに監査等委員会に報告する。

　取締役会は、取締役の業務執行を監督するほか、内部監査の実施状況について報告を受ける。

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・反市場勢力とは一切の関係を遮断するととも

に、これらの反社会的勢力・反市場勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を

挙げて毅然とした態度で対応する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　会社の重要な意思決定及び業務執行に関する文書（電磁的記録を含む）・情報については、文書取

扱規程及び文書の保存・処分規程に従い、適切に保存・管理する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　代表取締役は、当社の業務執行に関し、リスクの所在の認識と対策を適正に行うため、リスク管理

方針を定め、リスク管理体制を構築する。

　内部監査規程に基づき、内部監査責任者は、各部署のリスク管理状況を検証し、代表取締役に報告

する。

　当社及び子会社での不動産投資取引の実行にあたっては、投資委員会規則及びコンプライアンス委

員会規則に基づき取引実行の前に社外の不動産有識者をメンバーに含む投資委員会において投資の妥

当性について、外部有識者（弁護士）をメンバーに含むコンプライアンス委員会において、コンプラ

イアンスや利益相反等について、それぞれ審議し、取締役会に意見を具申する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会を毎月及び必要に応じて随時開催し、迅速かつ適切な意思決定を行う。

　当社の業務執行については、組織・業務分掌・職務権限規程において各部署の担当業務及び決裁権

限を明確にし、効率的に行われる体制を確保する。

⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

（a）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当該株式会社への報告に関する体制

　当社が定める関係会社管理規程において、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報につ

いて、当社への定期的な報告を義務づける。

　当社は、月１回、当社及び当社子会社の取締役が出席する経営会議等を開催し、当社子会社にお

いて重要な事象が発生した場合には、子会社に対し当該経営会議等における報告を義務づける。

（b）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社グループ全体のリスクの所在の認識と対策を適正に行うため、リスク管理方針に準

拠し、リスク管理体制を構築する。

　子会社で損失の危険の発生を把握した場合、当社の子会社管理部門を通じて、当社取締役会に報

告する。

（c）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社が当社と協議すべき事項及び当社に報告すべき事項

を定め、具体的な業務執行については子会社の自主性を尊重する。また、当社グループに共通する

間接部門の業務については共有化を図り、当社グループ全体で効率的な経営に努める。

（d）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、法令遵守に関する規程、関係会社管理規程に準拠し、当社のコンプライアンス部門を中

心に、子会社のコンプライアンス部門と報告・連携等を行い、適正な牽制機能を確保する。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社グループは、当社グループの役職員が当社コンプライアンス部門、内部監査室又は外部の弁

護士等に対して直接通報を行うことができる内部通報制度を整備する。

⑥　監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項

　監査等委員を補助する使用人の配置は、監査等委員の要請に基づき、適宜対応する。また、監査等

委員は、この使用人に監査業務に必要な事項を命令することができる。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関

する事項

　監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に従い、取締役の指揮命令を受け

ない。また、この使用人の人事異動等については、監査等委員の事前承認を得なければならない。

⑧　監査等委員に報告するための体制

（a）取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制、その他の監査等委員への報告に関する

体制

　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役又は使用人の不正行

為、法令・定款違反行為などを発見したときは、すみやかに監査等委員に報告するものとし、それ

により不利益を受けることはないものとする。

（b）子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員に報告を

するための体制

　当社グループの役職員は、当社監査等委員から業務執行に関する事項について報告を求められた

ときは、すみやかに適切な報告を行う。

　当社グループの役職員は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役又は

使用人の不正行為、法令・定款違反行為などを発見したときは、すみやかに監査等委員又は監査等

委員会に報告するものとする。

⑨　監査等委員へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

るための体制

　当社は、監査等委員へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

⑩　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行に

ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払

い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委

員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理する。

⑪　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員は、代表取締役及び各取締役とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することとする。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　取締役の職務の執行について

　当事業年度において、取締役会を13回開催しており、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定

款に適合するよう監督を行いました。

②　リスクマネジメント体制について

　当社は、リスクの軽減、予防の推進及び迅速な対処のため、リスク管理方針を定め、リスクマネジ

メント体制の強化を推進しております。取締役会だけではなく、原則月１回開催される当社の経営会

議にて、当社グループの事業を取り巻く様々なリスクに対して的確な管理が可能となるようにしてお

ります。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

③　コンプライアンス体制について

　当社は、問題の早期発見・未然防止を図るため、「内部通報制度運用規程」に基づいて内部通報窓

口を設置しており、法令違反を早期に発見できる体制を強化しております。

④　監査等委員の職務の執行について

　当事業年度において、監査等委員会を13回開催しており、経営の適法性、適正性、コンプライアン

スに関して幅広く意見交換、審議、検証し、適宜経営に対して助言や提言を行いました。

　常勤監査等委員は、取締役会など重要な会議に出席するだけでなく、当社グループの取締役と面談

を実施し、リスクマネジメント、コンプライアンス全般に関する監査及び助言を行うことにより、各

取締役の職務執行について、厳正な監視を実施いたしました。

⑶　会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特

に定めておりません。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,295,873 1,727,783 14,521,724 △1,006 18,544,374

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 60,522 60,522 121,045

親会社株主に帰属する当期純利益 1,102,812 1,102,812

剰 余 金 の 配 当 △362,349 △362,349

自 己 株 式 の 取 得 △28 △28

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△8,278 △8,278

株主資本以外の変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 60,522 52,243 740,462 △28 853,200

当 期 末 残 高 2,356,395 1,780,027 15,262,187 △1,035 19,397,574

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 1,420 18,545,794

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 121,045

親会社株主に帰属する当期純利益 1,102,812

剰 余 金 の 配 当 △362,349

自 己 株 式 の 取 得 △28

非支配株主との取引に係る
親 会 社 と の 持 分 変 動

△8,278

株主資本以外の変動額（純額） － －

当 期 変 動 額 合 計 － 853,200

当 期 末 残 高 1,420 19,398,994

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連　結　注　記　表

連 結 子 会 社 の 数 12社

連 結 子 会 社 の 名 称 リシェス・マネジメント株式会社

ワールド・ブランズ・コレクションホテルズ＆リゾーツ株式会社

株式会社美松

株式会社堂島ホテルオペレーションズ

ウェルス・リアルティ・マネジメント株式会社

匿名組合高瀬川

匿名組合強羅開発

匿名組合新札

匿名組合ヒラフ開発

合同会社南二条ホテルオペレーションズ

匿名組合TC11

株式会社丸菱エネシス

有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券

市場価格のない株式等……移動平均法に基づく原価法によっております。

　　なお、匿名組合出資金については、入手可能な最近の決算書を基礎として持分

相当額を「投資有価証券」として計上しております。

棚 卸 資 産

販 売 用 不 動 産、仕 掛 販 売 用 不 動 産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

当連結会計年度において、合同会社南二条ホテルオペレーションズについては新たに設立、匿名組合TC11に

ついては新たに出資、ならびに株式会社丸菱エネシスについては株式を取得したため、それぞれ連結の範囲に

含めております。なお、匿名組合悠洛については出資が償還されたため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

なお、当連結会計年度において、NISEKO INVESTMENT SINGAPORE PTE. LTD.の清算が結了したため、持分法

適用の範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、匿名組合高瀬川の決算日は10月31日、匿名組合TC11の決算日は４月30日、株式会社丸菱

エネシスの決算日は８月31日であります。いずれも、連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法
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連結注記表

有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

……定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　５～31年

工具、器具及び備品　　２～15年

取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償

却によっております。

無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

……定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

リ ー ス 資 産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会

計年度負担額を計上しております。

株 式 報 酬 引 当 金……業務執行取締役及び執行役員ならびにグループ執行役員を対象とした業績連動

型株式報酬制度による当社株式の交付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る株式等の交付見込額に基づき計上しております。

株 主 優 待 引 当 金……株主優待制度に伴う費用に備えるため、当連結会計年度末における将来利用見

込額に基づき計上しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

⑶　重要な引当金の計上基準

⑷　収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとお

りです。

①　投資助言及びアセットマネジメント業務等に係る収益

投資助言及びアセットマネジメント業務等に係る収益は、主に顧客との業務委託契約に基づき、顧客が

保有する資産の運用・管理又は資産の取得・売却等に関して当社グループが提供する業務を履行義務とし

て識別しております。これらは、資産の取得・売却のように一時点で契約上の条件が履行される場合にお

いては、当該履行義務が充足された時点で収益を認識しております。また、資産の運用・管理のように契

約上の履行義務が一定期間にわたり充足されると判断される場合は、一定の期間にわたり収益を認識して

おります。

②　ホテル運営事業に係る収益

ホテル運営事業に係る収益は、主にホテルに宿泊したお客様へのサービス提供を履行義務として識別し

ています。これらは、サービス提供終了時点で履行義務が充足されることから、当該履行義務が充足され

た時点で収益を認識しております。

③　不動産事業に係る収益

不動産事業における不動産販売の収益は、顧客との不動産売買契約に基づき、不動産を顧客へ引き渡す

ことを履行義務として識別しております。これは、不動産が引き渡された時点で充足されることから、当

該履行義務が充足された時点で収益を認識しております。なお、特別目的会社への不動産売却について

は、「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（会計制度委

員会報告第15号　2014年11月４日）に従い収益を認識しております。

また、匿名組合分配益については、入手可能な最近の決算書を基礎として認識しております。

⑸　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんについては、投資効果の発現する期間において均等償却を行っております。

⑹　その他連結計算書類作成のための重要な事項

グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。
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当連結会計年度

販売用不動産 19,172,804

仕掛販売用不動産 22,691,504

１．有形固定資産の減価償却累計額 183,188千円

現金及び預金 409,221千円

販売用不動産 19,168,270千円

仕掛販売用不動産 22,691,504千円

その他(流動資産) 3,080千円

建物 959,497千円

土地 260,502千円

その他(固定資産) 51,800千円

計 43,543,876千円

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度まで固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「匿名組合出資預り金」は金額的重要性

が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「匿名組合出資預り金」は2,707,000千円であります。

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「利子補給金」は金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「利子補給金」は9,981千円であります。

（会計上の見積りに関する注記）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：千円）

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1)算出方法

　当社グループは、販売用不動産及び仕掛販売用不動産を保有しており、主にホテルを用途とする不動産で構成さ

れております。評価においては、不動産鑑定会社による外部評価額を使用して見積りを行っており、将来キャッシ

ュ・フローの見積り及び割引率等について一定の仮定を設定しております。

(2)主要な仮定

　将来キャッシュ・フローの見積り等については、主として稼働率、宿泊客単価及び地価動向等の見込みに基づき

仮定しております。

(3)翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　これらの見積り及び仮定については、将来の不確実な経営環境の変動等により想定と異なった場合には、翌連結

会計年度の連結計算書類において、評価損を計上する可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

２．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保に供している資産

（注）ノンリコースローンを計上している会社については全資産を記載しております。また、連結計算書類上、

相殺消去されている関係会社株式（子会社株式）329,285千円を担保に供しております。
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短期借入金 478,300千円

１年内返済予定の長期借入金 233,096千円

長期借入金 21,776,398千円

ノンリコース長期借入金 3,000,000千円

匿名組合出資預り金 5,000,000千円

計 30,487,794千円

現金及び預金 409,221千円

販売用不動産 4,661,680千円

その他(流動資産) 3,080千円

その他(固定資産) 51,800千円

計 5,125,782千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当 連 結 会 計 年 度 末

普通株式（株） 19,072,300 107,500 － 19,179,800

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 362,349千円 19円 2024年３月31日 2024年６月26日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 383,570千円 20円 2025年3月31日 2025年6月26日

⑵　担保に係る債務

⑶　取引先の債務に対して担保に供している資産

　連結計算書類上相殺消去されている関係会社株式（子会社株式）100,000千円を担保に供しております。

⑷　ノンリコース債務に対応する資産

（注）１．担保に供している資産に含まれております。

２．ノンリコースローンを計上している会社の全資産を記載しております。

３．優先出資の買取義務

当社は、2027年４月１日以降、匿名組合TC11の優先出資者から希望があった場合に、優先出資額5,000,000千

円を6,500,000千円で買い取る義務を負っております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式総数の増加107,500株は、役員に対する業績連動交付型の譲渡制限付株式報酬として新株

発行したことによるものであります。

２．剰余金の配当に関する事項

⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

３．当連結会計年度末における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数

　普通株式   356,800株

－ 8 －



2025/05/27 18:41:57 / 24177638_ウェルス・マネジメント株式会社_招集通知

連結注記表

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金含む）

26,613,384 26,523,845 △89,538

ノンリコース長期借入金
（１年内返済予定のノンリコース長期借入金含む）

3,000,000 3,000,000 －

負債計 29,613,384 29,523,845 △89,538

連結貸借対照表計上額
（千円）

　匿名組合出資金 1,248,981

　特定目的会社出資金 2,500,000

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

⑴　取引に対する取り組み方針

　当社グループでは、資産運用については安全かつ流動性の高い預金等に限定しております。資金調達について

は事業計画等に基づき必要な資金を調達することとしており、主に金融機関からの借入により行っております。

一時的な余資については、預金及び安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、借入金の金利

変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク及びリスク管理体制

　営業債権である売掛金や未収入金は、取引先の信用リスクに晒されており、管理部門において定期的に債権残

高の確認及び回収期日の管理を行い、取引先の信用状況の把握に努めております。

　投資有価証券は、主に匿名組合出資金であり投資先の信用リスクに晒されております。各事業部門及び管理部

門において、投資先の財務状況等を検討することにより、信用リスクを管理しております。

　営業債務である買掛金や未払金は、そのほとんどが１年以内に到来する支払期日のものであります。当社グル

ープ各社において、各部門からの報告に基づき、各社管理部門が資金繰りを検討することにより、流動性リスク

を管理しております。

　借入金は、主に特定のプロジェクトや事業を推進する上で必要な資金調達を目的としたものであり、返済日は

決算日後１～12年以内であります。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（※１）「現金及び預金」、「売掛金」、「未収還付法人税等」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未払法人税

等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ

とから、記載を省略しております。

（※２）匿名組合出資金及び特定目的会社出資金は、金融商品時価開示適用指針第24-16項の取扱いを適用してお

り、上表には含めておりません。匿名組合出資金及び特定目的会社出資金の連結貸借対照表計上額は以下

のとおりであります。

（注）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 26,523,845 － 26,523,845

ノンリコース長期借入金 － 3,000,000 － 3,000,000

負債計 － 29,523,845 － 29,523,845

連結貸借対照表計上額 時価

1,220,000 1,220,000

報告セグメント

合計アセットマネジメ

ント事業
不動産事業 ホテル運営事業

一時点で移転される財又

はサービス
1,633,839 2,263,495 7,844,504 11,741,838

一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
404,957 － 21,250 426,207

顧客との契約から生じる

収益
2,038,796 2,263,495 7,865,754 12,168,046

その他の収益 － 6,136,793 5,450 6,142,243

外部顧客への売上高 2,038,796 8,400,288 7,871,204 18,310,289

当連結会計年度

契約負債（期首残高） 120,939千円

契約負債（期末残高） 537,251千円

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金及びノンリコース長期借入金

変動金利による借入については、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は借入実行

後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似すると考えられるため、当該帳簿価額に

よっており、レベル２の時価に分類しております。

また、固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに区分した借入の元利金の合計額を同様の

借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、長崎県長崎市において、賃貸用の倉庫（土地を含む。）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．収益を理解するための基礎となる情報

「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項 ⑷収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は、主にホテル事業における顧客から対価の一部を履行義務の充足前に受領した前受金に係るも

ので、連結貸借対照表上、「流動負債　その他」に含まれております。契約負債は、収益の認識に伴い取り

崩され、残存履行義務については、履行義務の充足につれて１年内に収益を認識することを見込んでおりま
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１株当たり純資産額 1,011円42銭

１株当たり当期純利益 57円56銭

す。なお、契約資産の残高はありません。

② 残存履行義務に配分した取引等

残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がない

ため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価

格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益
剰 余 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,295,873 1,727,806 1,727,806 2,897 10,003,654

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 60,522 60,522 60,522

当 期 純 利 益 897,201

剰 余 金 の 配 当 △362,349

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 60,522 60,522 60,522 － 534,851

当 期 末 残 高 2,356,395 1,788,328 1,788,328 2,897 10,538,505

株 主 資 本

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計利 益 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高 10,006,552 △1,006 14,029,224 1,420 14,030,644

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 121,045 121,045

当 期 純 利 益 897,201 897,201 897,201

剰 余 金 の 配 当 △362,349 △362,349 △362,349

自 己 株 式 の 取 得 △28 △28 △28

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ －

当 期 変 動 額 合 計 534,851 △28 655,867 － 655,867

当 期 末 残 高 10,541,403 △1,035 14,685,092 1,420 14,686,512

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

有 価 証 券

子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式

……移動平均法に基づく原価法によっております。

そ の 他 有 価 証 券

市場価格のない株式等……移動平均法に基づく原価法によっております。

　　なお、匿名組合出資金については、入手可能な最近の決算書を基礎として持分相

当額を「投資有価証券」及び「その他の関係会社有価証券」として計上しており

ます。

有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

……定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～18年

工具、器具及び備品　　３～15年

取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却

によっております。

無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

……定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

リ ー ス 資 産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

賞 与 引 当 金……従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上しております。

株 式 報 酬 引 当 金……業務執行取締役及び執行役員ならびにグループ執行役員を対象とした業績連動型

株式報酬制度による当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式等

の交付見込額に基づき計上しております。

株 主 優 待 引 当 金……株主優待制度に伴う費用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額に

基づき計上しております。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却の方法

３．引当金の計上基準

４．収益及び費用の計上基準

当社の主な収益は、子会社からの経営管理料等、匿名組合分配益及び不動産賃料であります。

経営管理料等については、連結子会社等との業務委託契約に基づき当社が提供する業務を履行義務として識別し

ております。これらは、主に契約上の履行義務が一定期間にわたり充足されると判断されるため、一定の期間にわ

たり収益を認識しております。

匿名組合分配益については、入手可能な最近の決算書を基礎として認識しております。

不動産賃料については、賃貸借契約に基づく賃貸料発生時に収益として認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱

い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年

改正適用指針」という。）第65-２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計

方針の変更による計算書類に与える影響はありません。
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当事業年度

関係会社株式 1,538,902

その他の関係会社有価証券 19,402,761

１．有形固定資産の減価償却累計額 85,495千円

短期金銭債権 1,265,555千円

短期金銭債務 3,095,587千円

長期金銭債務 190,000千円

関係会社株式 100,000千円

（表示方法の変更に関する注記）

該当事項はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1)算出方法

　当社が保有する上記の市場価格のない株式等については、実質価額が著しく下落している場合において、必要な

評価減を行っております。

　関係会社株式の評価においては、実質価額が取得原価に比して50％程度以上下回った場合、過去の実績及び翌事

業年度以降の事業計画等を考慮して見積っております。

　その他の関係会社有価証券の評価においては、投資先が保有している販売用不動産の収益性の状況を考慮し見積

っております。

(2)主要な仮定

　関係会社株式の投資先の会社は、主として不動産及びホテル業界に属しております。関係会社株式の実質価額の

評価に際しては、当該会社の決算数値を基礎とし、不動産市場及びホテル業界の市況、ホテルの稼働状況等を総合

的に勘案して判断しております。不動産市場は物価高騰等の懸念はあるものの比較的安定しており、ホテル業界は

インバウンドの増加により好調であるとの判断の上、当面は安定した状況が継続すると仮定しております。

　その他の関係会社有価証券の投資先の主たる資産は、販売用不動産又は仕掛販売用不動産等であります。その他

の関係会社有価証券の実質価額の評価に際しては、当該投資先の決算数値を基礎とし、不動産鑑定評価書及び開発

の進捗状況等を総合的に勘案し判断しております。開発コストの上昇等は発生しているものの、不動産価格も上昇

しており、安定した状況が継続すると仮定しております。

(3)翌事業年度の計算書類に与える影響

　これらの見積り及び仮定については、将来の不確実な経営環境の変動等により想定と異なった場合には、翌事業

年度の計算書類において、評価損を計上する可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権債務

３．担保に供している資産及び担保に係る債務

　　取引先の債務に対して担保に供している資産
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ワールド・ブランズ・コレクションホテルズ

＆リゾーツ株式会社 328,888千円

株式会社堂島ホテルオペレーションズ 7,320千円

リシェス・マネジメント株式会社 990,790千円

ウェルス・リアルティ・マネジメント株式会社 30,000千円

匿名組合高瀬川 11,400,000千円

営業取引高（収入分） 2,302,185千円

営業取引高（支出分） 1,997,323千円

営業取引以外の取引高（収入分） 921,123千円

営業取引以外の取引高（支出分） 27,954千円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増 加 減 少 当 事 業 年 度 末

普通株式（株） 1,252 26 － 1,278

未払事業税 25,106千円

賞与引当金 7,426千円

ゴルフ会員権評価損 2,340千円

匿名組合分配損益 9,614千円

未払賃料 182,881千円

未払賞与 5,895千円

その他 6,538千円

繰延税金資産小計 239,802千円

評価性引当額 △7,440千円

繰延税金資産合計 232,362千円

４．保証債務

下記関係会社の金融機関からの借入及びリース債務等に対し、債務保証を行っております。

５．優先出資の買取義務

当社は、2027年４月１日以降、匿名組合TC11の優先出資者から希望があった場合に、優先出資額5,000,000千

円を6,500,000千円で買い取る義務を負っております。

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　自己株式に関する事項

（注）自己株式の普通株式数の増加26株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
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種 類
会社等の

名 称
所 在 地

資本金又

は出資金

( 千 円 )

事 業 の

内 容

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関 連

当事者と

の 関 係

取 引 の

内 容

取引金額

( 千 円 )

( 注 ) １

科 目

期末残高

( 千 円 )

( 注 ) １

子会社

リシェス・

マネジメン

ト株式会社

東京都

港区
63,000

不動産及び不

動産関連金融

商品に係る投

資助言・代理

(所有)

直接

100.00

役員の

兼任

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ

報酬の受取

(注)２

740,000 未収入金 814,000

資金の借入

(注)１
4,150,000 短期借入金 2,650,000

資金の返済 1,500,000 － －

支払利息 25,377

未払利息

(流動資産

その他)

20,985

保証債務

(注)３
990,790 － －

不動産の

担保被提供

(注)４

－ － －

子会社

ワールド・

ブランズ・

コレクショ

ンホテルズ

＆リゾーツ

株式会社

東京都

港区
100,000

ホテル

運営業

(所有)

直接

100.00

役員の

兼任

受取賃料

(営業収益)

(注)２

972,671

未収賃料

(流動資産

その他)

129,527

債務保証

(注)３
328,888 － －

子会社
匿名組合

高瀬川

大阪市

北区
1,250,000 不動産事業

(所有)

直接

100.00

匿名組合

出資先

－ －

その他の関

係会社有価

証券

1,172,960

支払賃料

(営業費用)

(注)２

458,431 － －

債務保証

(注)３
11,400,000 － －

子会社
匿名組合

強羅開発

東京都

千代田区
9,931,700 不動産事業

(所有)

直接

100.00

匿名組合

出資先

匿名組合出

資
7,200,000

その他の関

係会社有価

証券

9,202,886

被債務保証

及び不動産

の担保被提

供  (注)５

5,900,000 － －

子会社
匿名組合

新札

東京都

千代田区
500,000 不動産事業

(所有)

直接

100.00

匿名組合

出資先
－ －

その他の関

係会社有価

証券

500,000

子会社
匿名組合

ヒラフ開発

東京都

千代田区
7,019,204 不動産事業

(所有)

直接

100.00

匿名組合

出資先

匿名組合出

資
2,925,204

その他の関

係会社有価

証券

6,534,898

匿名組合分

配益
△478,629 － －

不動産の担

保被提供

(注)６

2,777,794 － －

子会社
匿名組合

TC11

東京都

千代田区
2,000,000 不動産事業

(所有)

直接

100.00

匿名組合

出資先

匿名組合出

資
2,000,000

その他の関

係会社有価

証券

1,992,015

不動産の

担保被提供

(注)４

－ － －

その他の

関係会社

サムティ

株式会社

大阪市

淀川区
20,725,539

不動産事業

ホテル賃貸

・運営事業

(被所有)

直接

28.47

共同出資

支払賃料

(営業費用)

(注)２

1,171,877

未払賃料

(流動負債

その他)

363,807

賃貸借契約

解約益
419,398 － －

その他の

関係会社

の子会社

合同会社

りょうぜん

開発

東京都

千代田区
100

不動産及び

関連事業の

助言及び

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

なし
匿名組合

出資先

匿名組合出

資
104,000

投資有価証

券
358,981

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等
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種 類
会社等の

名 称
所 在 地

資本金又

は出資金

( 千 円 )

事 業 の

内 容

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関 連

当事者と

の 関 係

取 引 の

内 容

取引金額

( 千 円 )

( 注 ) １

科 目

期末残高

( 千 円 )

( 注 ) １

その他の

関係会社

の子会社

合同会社

東山閣

(注)８

－ －

不動産及び

関連事業の

助言及び

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

－
匿名組合

出資先

匿名組合分

配益
802,062 － －

匿名組合出

資の償還

(注)７

550,000 － －

１株当たり純資産額 765円71銭

１株当たり当期純利益 46円82銭

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を決定し、返済条件は短期貸付について期間１

年、長期貸付については期間５年、短期借入については期間１年、長期借入については期間３年、返済時

に元金一括返済、無担保であります。

２. 取引価格については、市場実勢を考慮のうえ一般的な取引条件と同様に決定しております。

３. 債務保証は金融機関からの借入金及びリース債務に対して保証したものです。なお、保証料は受領してお

りません。

４. 当社は、2027年４月１日以降、匿名組合TC11の優先出資者から希望があった場合に、優先出資額

5,000,000千円を6,500,000千円で買い取る義務の発生する契約について、リシェス・マネジメント株式会

社が所有する販売用不動産及び匿名組合TC11が所有する仕掛販売用不動産の担保提供を受けております。

なお、担保提供料の支払いはありません。

５. 当社の金融機関からの借入金について、債務保証及び不動産の担保提供を受けております。取引金額につ

いては、対象の借入金残高を記載しております。なお、保証料及び担保提供料の支払いはありません。

６. 当社の金融機関からの借入金について、不動産の担保提供を受けております。取引金額については、対象

の借入金残高を記載しております。なお、担保提供料の支払いはありません。

７. 匿名組合出資の償還価額は、合理的に決定した契約によっております。

８. 合同会社東山閣については、サムティ株式会社の子会社でなくなったことに伴い、関連当事者ではなくな

りました。上記の取引金額は、関連当事者であった期間の取引を記載しており、所在地、資本金又は出資

金、議決権等の所有割合については記載を省略しております。

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「個別注記表（重要な会計方針に係る事

項に関する注記）４．収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

　該当事項はありません。
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